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介
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介護予
防・健康
づくり

○高齢者が自発的
に介護予防の取組
を行うためには、介
護予防に関する知
識の普及啓発によ
る動機づけ及び身
近な地域における
取組の場が必要で
ある。

○高齢者等
に対する自
立支援・介護
予防の普及
啓発

○認知症に関する講演会・研
修会の実施回数：年８回

○介護予防普及啓発事業の実
施
　　　　　　　(R3）　（R4）　(R5）
参加者数　3,890　3,900  3,910
（人）

○年度末にお
ける認知症講
演会・研修会
の開催実績を
基に評価す
る。

○介護予防普
及啓発事業の
参加者数

○認知症に関する講演会・研
修会の実施回数：年５回

○介護予防普及啓発事業の参
加者数：1,810人

○

○目標数値には届か
なかったものの、認知
症に関する正しい知
識や普及啓発を推進
することができ、また
介護者同士の交流を
図ることができた。

○新型コロナウイルス
感染防止対策の一環
として、定員を削減し
たため、参加者数が
減少したが、おおむね
予定通り事業を実施
し、介護予防の普及啓
発を図ることができ
た。

〈課題〉
○テーマのマンネリ化。
また、コロナ禍により定員
が抑制されている。
○新型コロナウイルス感
染症による長い自粛生活
の影響で、生活不活発に
なった結果、コロナフレイ
ルとなる高齢者の増加が
懸念される。

〈対応策〉
○アンケート等を基に要
望の高いテーマを選定す
るなど工夫し、４生活圏
域毎で講演会を実施し
た。また、１回は４圏域合
同の大規模講演会とし
て、メイン会場の外に３会
場とオンラインでつない
だ４会場の来場型と、自
宅からのＺｏｏｍ参加によ
るハイブリット形式で開催
した。
○今後も感染症予防対
策を徹底して事業を実施
し、運動、栄養、社会参
加の３つをバランスよく実
践するよう呼びかけてい
く。

○ ○ なし

自己評価結果等の
共有・公表等

令和３年度（年度末実績）

【資料第９号】介護保険課

・「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（平成３０年７月３０日厚生労働省老健局介護保険計画課）」の自己評価シートをもとに作成

第８期介護保険事業計画に記載の内容

第８期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シートについて

　介護保険法（平成９年法律第123号）第117条等により、高齢者・介護保険事業計画（令和３年度～令和５年度）第９章に記載した、被保険者の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等
となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付等に要する費用の適正化への「取組と目標」について、年度ごとに自己評価結果等を東京都に報告するとともに、自己評価
結果の公表に努めることとされました。また、介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本方針において、介護保険事業計画の達成状況を点検し、その結果に基づいて対策を実施
することが重要とされていることから、以下のとおり報告します。
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令和３年度（年度末実績）第８期介護保険事業計画に記載の内容

通いの場
への支援

○地域を支える担
い手を創出するた
め、フレイル予防・
介護予防等の取組
を住民主体の通い
の場で積極的に展
開し、人と人とのつ
ながりを通じた幅広
い年代の区民が通
いの場に参加する
取組を推進する必
要がある。

○住民主体
の通いの場
の拡充

○区内での通いの場の開設
　　　　　　　　(R3）（R4）(R5）
開催団体数　32　34　36
（団体）

○通いの場運
営支援団体数

○区内での通いの場の開設団
体数：26団体

○

○新型コロナウイルス
感染防止対策を行い
ながら、活動を再開し
た団体が多くあった。
○生活支援コーディー
ネーターとして、随時
団体支援を行うととも
に、「かよい～の」代表
者連絡会を開催し、コ
ロナ禍での活動の工
夫などの団体同士の
意見交換を行った。

○「かよい～の」の参加
者アンケートを実施し、参
加者の状況等を把握し
た。
○また、「かよい～の」の
立上げ支援や運営支援、
LINEを活用したオンライ
ンプラットフォーム構築事
業「加寿多ねっと」を継続
して実施していく。コロナ
禍における工夫として、
対面だけでなくオンライン
での活動も引き続き実施
していく必要がある。

○ ○ なし

通いの場
への支援

○身体障害や関節
痛があっても継続
的に参加すること
のできる運動法の
指導、定期的な体
力測定や効果測定
等について実施し、
要介護状態になっ
ても参加し続けるこ
とのできる通いの
場を地域に展開す
る必要がある。

○リハビリ
テーション専
門職種との連
携

○住民運営の通いの場へのリ
ハビリ専門職の派遣数：４箇所

○年度末にお
ける、指標に
対する実績（リ
ハビリ専門職
派遣数）の観
点で評価す
る。

○住民運営の通いの場へのリ
ハビリ専門職の派遣数：４箇所

○

○新型コロナウイルス
感染症の影響により
派遣を控える団体も
あったが、実績として
は前年度と同じ派遣
数となった。

○住民主体の介護予防
活動の推進に資する事
業として、今後もリハビリ
専門職の活用の効果等
の積極的な周知に努め、
派遣先の増を図る。

○ ○ なし

介護予
防・健康
づくり

○口に関する些細
な衰えが軽視さ
れ、心身機能の低
下につながらない
よう、歯科衛生士に
よる口腔ケアの指
導や口周辺の筋肉
を鍛える体操等を
行うとともに、管理
栄養士による低栄
養等の栄養改善に
関する講義等を実
施し、要介護状態
になることを予防す
る必要がある。

○口腔機能
向上や低栄
養防止に係
る指導

○口腔機能向上教室の実施：
年６回
○転倒予防・口腔機能向上教
室参加者数：年130人

○口腔機能向
上教室の実施
回数
○転倒予防・
口腔機能向上
教室の参加者
数

○口腔機能向上教室の実施：
年２回
○転倒予防・口腔機能向上教
室参加者数：年90人

○

○新型コロナウイルス
感染防止対策の一環
として、中止・縮小実
施となった。CATVで
作成した番組動画のリ
ンクをHP上にアップ
し、周知啓発に努め
た。

○感染予防対策を徹底し
ての実施やSNSの活用
が課題である。相談窓口
を紹介したパンフレットを
作成するなど、運動、口
腔、栄養の密接な関係を
理解し、介護予防に取り
組むことができるよう
様々な機会を捉えて積極
的に周知啓発を行う必要
がある。

○ ○ なし

自
立
支
援
・
介
護
予
防
・
重
度
化
防
止
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令和３年度（年度末実績）第８期介護保険事業計画に記載の内容

自
立
支
援
・
介
護
予
防
・
重
度
化
防
止

高齢者の
社会参
加・就労
支援

○元気高齢者が社
会参加や社会的役
割を持って活動す
るに当たり、必要な
知識やスキルを身
につける機会が求
められている。

○元気高齢
者が区内介
護施設で簡
易な作業補
助を行うに当
たっての基本
的な知識を習
得できる「介
護施設就業
体験セミ
ナー」の実施

○介護施設就業体験セミナー
の実施：年２回

○開催回数を
年度末に把握
するとともに、
受講者アン
ケート等を確
認して次年度
以降の改善に
つなげる。

○介護施設就業体験セミナー
の実施回数：２回（合計27人受
講）

○

○数値目標を達成し
た。
○受講者の多くが文
京区シルバー人材セ
ンターの会員となり、
受講後に「介護施設お
助け隊」として介護施
設における就労につ
ながっており、高齢者
自身の生きがいづくり
と、介護施設側の負担
軽減が一定程度実現
できている。

○区内の介護施設の立
地と、参加者の居住地が
一部マッチしないケース
があるため、参加者が比
較的少ないエリアにおい
ては、シルバー人材セン
ターと協力してポスティン
グを行うなどの対応を検
討する。

○ ○ なし

給
付
適
正
化

要介護認
定の適正
化

○区は保険者とし
て、調査項目の判
断基準の解説や特
記事項の記載に係
る留意点等の確認
を目的とした認定
調査員研修を開催
し、全国一律の基
準に基づいた公正
かつ的確な調査の
実施と認定調査票
の記載内容の充実
を図る必要がある。

○現任研修
を実施。

○委託先認
定調査票を
含め、全件内
容確認を実
施。

○認定調査項目のばらつきの
ある項目について、業務分析
データを一部活用。
○現任研修を計３回実施。委
託先調査員の原則全員受講を
必須要件とする。
○委託先調査員の理解度の向
上に努め、認定調査票の記載
内容の充実を図る。

○現任研修後
に参加者への
アンケート実施
○研修後に認
定調査票の内
容確認時に成
果が出ている
か確認。
○業務分析
データにより、
３月・９月に継
続確認
○区内を中心
とした、認定調
査員参加状況
を確認。

○認定調査票
の内容確認を
全件実施。
○実施後アン
ケートを実施
し、理解度を把
握。

○現任研修を３回に分けて実
施。
○コロナ下でもあり、ZOOM研
修を採用。

◎

○現任研修には全員
参加した。
○参加者アンケートで
は、各調査項目の考
え方のポイントや特記
事項に記載すべき内
容が分かりやすいと好
評であった。

○調査票の内容確認
は継続実施している。

〈課題〉
○新型コロナウイルス感
染症に係る臨時的取り扱
いの影響もあり、更新申
請の認定調査数の増加
が見込まれている。それ
に伴い、認定調査票の内
容確認業務も増加するた
め、区調査と委託調査の
質の維持に向けて、職員
や委託先調査員の確保
が必要である。

〈対応策〉
○認定調査数増と内容
確認業務の質と量の確
保に向けて、職員体制や
質の良い委託先調査先
の確保の検討。
○介護予防・日常生活支
援総合事業利用者の基
本チェックリストへの移行
の検討。

○ ○

新型コロナウィルス
感染症に係る臨時的
取り扱いは、適用条
件の範囲で現在も対
応しているが、現在
も約３割は延長を希
望している。今後は
更新申請を中心に認
定調査数が増加す
るため、区の調査員
増に限界がある中、
委託先認定調査員
の奪い合いも発生し
かねない。既に
CMATへの委託にも
制限が発生してい
る。この状況を回避
するため、自区でも
対応を検討してい
る。各自治体とも共
通の課題であり、都
としても現状を国と
協議してほしい。
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令和３年度（年度末実績）第８期介護保険事業計画に記載の内容

要介護認
定の適正
化

○介護認定審査会
における適正な審
査判定を行うため
には、主治医意見
書及び、認定調査
票の精度を高める
ことが必要である。

○11に分かれる部
会において、審査
内容の差が出ない
ような平準化が必
要である。

○主治医意
見書について
の地区医師
会での「研修
会」における
周知

○審査会連
絡会における
「平準化」に
向けた研修
的要素を入
れた企画を
実施

○地区医師会「主治医研修会」
への参加

○審査会連絡会：「認定の適正
化・平準化」をテーマとした企画
を盛り込む。

-

○地区医師会の「研修会」は、
コロナ禍で、実施がなかった。

○審査会連絡会は、オンライン
を併用して実施。専門職種によ
る「審査会での視点」をテーマ
に、委員数名から発表。全体へ
の意識づけとした。

○

○コロナ禍での審査
会連絡会において、グ
ループワーク的な取り
組みは困難であった
が、逆に全体で同一
の話を聞き、平準化に
は有用であった。

○主治医意見書に対す
る取り組みを行えなかっ
た。

○ ○ なし

介護人材
の確保・
育成

○高齢者に対する
適切な介護や支援
を継続的に行って
行くために、介護支
援専門員等の資質
向上が必要であ
る。介護サービス
事業者の多くが介
護人材不足を感じ
ているのが現状で
ある。

○文京区介
護サービス事
業者連絡協
議会に居宅
介護支援事
業者部会を
設置し、研修
会・事例検討
会を実施す
る。

○介護支援専門員等の資質・
実務能力の向上

○研修後に参
加者へのアン
ケート実施

○居宅介護支援事業者部会を
８回実施

○

○オンライン併用で実
施し、コロナ渦でも安
心して参加できるよう
工夫した。

○介護支援専門員の
ニーズを考慮した研修
テーマでの開催が課題で
ある。研修テーマは、介
護支援専門員の活動を
支援するものとし、研修
参加者アンケートを参考
にし社会情勢の変化に対
応した内容にしていく。

○ ○ なし

ケアプラ
ン点検

○居宅介護支援事
業者が、利用者の
状態に応じたより
良いプランの作成
ができるよう必要な
支援を行うことが必
要である。

○事業者に
対し、利用者
にとっての自
立支援を促
すものとして
ケアプランが
作成されてい
るか等の点
検を行い、ケ
アマネジャー
の質の向上
を図る。

○区、地域の主任ケアマネ
ジャー、事業者の三者で点検
を実施。
年：12事業所

- ○ケアプラン点検：２事業所 ○

○新型コロナウイルス
感染症の拡大に伴い
事業の一部を中止し
たが、感染対策に最
大限配慮しつつ、必要
な点検を行った。

○事業者に対しての必要
な点検は適切に行ってい
るが、点検アドバイザー
となる地域の主任ケアマ
ネジャーの人材確保が課
題である。

○ ○ なし

給
付
適
正
化
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令和３年度（年度末実績）第８期介護保険事業計画に記載の内容

住宅改
修・福祉
用具

○区は保険者とし
て、介護保険サー
ビスが本来の趣旨
に沿って給付され、
利用者が安心して
介護保険制度を利
用できる取組を推
進する必要があ
る。

○福祉用具
購入・住宅改
修に係る利
用者宅訪問
調査

○利用者宅へ訪問調査を行う
ことで、利用者の状態像に会っ
た適正な利用につなげる。
年15件

-
○利用者宅訪問調査回数：年
13回

◎

○新型コロナウイルス
感染症の影響がある
中で訪問調査が実施
できた。書面による審
査において、利用者の
状態像から見て必要
性が正しく判断されて
いるか、計画どおりに
工事等が行われてい
るかを確認している。
また、任意抽出した利
用者宅を訪問調査す
ることにより、適正に
利用されているかを確
認する。個別のケース
について適切な利用
を案内できた。

○社会状況の影響を受
けるところがあり、申請件
数を推測することが難し
い面がある。そんな中で
も回数にとらわれずに訪
問を実施することで、適
正利用に結び付けること
ができると考えている。

○ ○ なし

指導監督

○全ての高齢者に
対し、適切な介護
サービスが提供さ
れるよう、事業者に
対し法制度等の正
しい理解を促すこと
が必要である。

○事業者に
対し、法制度
等の正しい理
解を促し、適
切な介護
サービスを確
保するための
集団指導及
び実地指導
又は監査

○事業所実地指導及び監査：
　　　　　（R3）　（R4）　（R5）
　件数　 30件　 30件　 30件

-

○事業者実地指導件数：13件
　　（内訳）
　　　居宅介護支援 ４件
　　　短期入所サービス １件
　　　訪問サービス ３件
　　　地域密着型サービス ５件

○

○新型コロナウイルス
感染症の拡大に伴い
事業の一部を中止し
たが、介護サービスの
適切な提供に資する
べく、感染対策に最大
限配慮しつつ、必要な
実地指導を行った。

○事業者に対しての必要
な指導は適切に行ってい
るが、事業所数の増加へ
の体制構築が課題であ
る。

○ ○ なし

介護サー
ビス事業
者支援

○高齢者が住み慣
れた地域で有する
能力に応じ自立し
た生活を営むこと
ができるよう、利用
者が必要とする
サービスを介護事
業者が適切に提供
していくことが大切
である。
○利用者が安心し
て介護保険制度を
利用できる取組を
推進する必要があ
る。

○苦情・通報
情報の活用

○区民や介護サービス事業者
等から寄せられる相談や苦情
及び通報情報のうち、不適切
なサービスが提供されていると
考えられる場合には、事業者
への事実確認、関係部署への
情報提供、連携体制の構築な
どを通じて、介護サービス事業
者への助言、指導を実施する。

-
○介護保険相談窓口設置：専
門相談員３人

○

○利用者・事業者等
から苦情があった場
合は、迅速に被通報
事業所等への聞き取
り、事実確認を行い、
対応について助言し
た。また、事業者指導
担当、高齢者相談担
当及び高齢者あんし
ん相談センター等と情
報を共有し、必要な場
合は事業者から報告
書の提出を受け、直
接対面で聞き取りを行
い、必要な助言・指導
を実施した。

○苦情対応について、利
用者への的確な対応が
できていない小規模事業
者が多いという課題があ
る。そのため、苦情内容
及び対応について、介護
サービス事業者連絡協
議会等を通じ事業者に事
例を示し情報共有をする
ことで、苦情を未然に防
ぐための丁寧な説明や注
意すべき点について周知
を行う。

○ ○ なし

給
付
適
正
化
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令和３年度（年度末実績）第８期介護保険事業計画に記載の内容

縦覧点
検・医療
情報との
突合

○区は保険者とし
て、介護保険サー
ビスが本来の趣旨
に沿って給付され、
利用者が安心して
介護保険制度を利
用できる取組を推
進する必要があ
る。

○縦覧点検・
医療情報との
突合

○縦覧点検・医療情報との突
合をすることで、適正な報酬請
求を促す。

- ○国保連に委託して実施した。 ○

○実施することで不適
切な請求の点検がで
きたり、医療と介護の
重複請求が排除でき
た。

- ○ ○ なし

介護給付
費通知

給付費通
知
給付実績
の活用

○区は保険者とし
て、介護保険サー
ビスが本来の趣旨
に沿って給付され、
利用者が安心して
介護保険制度を利
用できる取組を推
進する必要があ
る。

○給付費通
知を送付

○給付費通知を送付すること
で、利用者自身が介護サービ
ス給付費や自己負担額を確認
し、不正請求の発見及び抑制
につなげる。

-
○給付費通知を送付した。
年２回

◎

○年２回送付した。
○利用者からの問い
合わせで改めて実績
を確認し、請求ミスを
発見することができ
た。

- ○ ○ なし

給
付
適
正
化

6


